
平成３０年９月１０日 

自由民主党青年局 

自由民主党総裁選挙にあたっての青年局アピール 

 

このたび自由民主党総裁選挙が挙行されるにあたり、自由民主党青年局とし

て下記の通り、声明を取りまとめたので、各総裁候補におかれては、こうした

青年世代の声を十分にくみ取っていただき、政権運営に当たられることを望む

ものである。 

 

これからの日本が直面をするのは、従前とは全く異なる課題であり挑戦であ

る。それはすなわち、「かつてと比較にならない変化の速さ」であり、「少子高

齢化という逃れようのない現実」であり、「台頭する中国と国際的な関与を弱め

つつあるアメリカが引き起こす不安定な国際情勢」である。 

 

これらのいわば新たな常態を一言で表現すれば、それは「変化」である。新

たな時代の難局を我が国が、そして自由民主党が乗り越えていくために必要な

ことは、常に「変化」に対応できる組織であることであり、それはすなわち変

化に柔軟に対応できる「制度」「政策」を打ち出し続けられる政党であることを

意味する。そして、この観点から、新しい時代の変化に対応し、それを先取り

できる「人材」がその職責をそれぞれの場において果たせる組織であるべきと

我々は考える。 

 

こうした認識の下、我々青年局世代は、この課題が山積する困難な時代の当

事者として、そしてそれを乗り越え、道を切り拓く突破者として、下記の点を

踏まえた政権運営、党運営を自由民主党総裁に期待する。 

 

 

 

● 2019 年夏の参議院選挙までに憲法改正の国民投票を実施できるよう、環境

整備を進めること 

 

● 今後の少子高齢化時代に対応できる社会保障制度の抜本改革や、気候変動に

伴う自然災害の新常態に対応できる社会資本整備の抜本改革を進めること。

その際、国民の税金で公務員が担う領域を大胆に見直し、民間でできること

は民間に、地方でできることは地方に、を徹底する一方、例えば不妊治療な

ど次世代につながる分野も含め必要な部分に手厚く対応するなど、メリハリ

をつけること 

 



● 変化の速い時代に勝ち残れる活力ある開かれた日本の実現のため、硬直的雇

用慣行の見直し及び企業の退出、起業・新規参入を促す労働市場政策、経済

政策へ転換すること 

 

● 特定地域への偏在なく各地域が真に活性化するためには、従来のような予算

獲得競争ではなく地域を真に「経営」し、自治体ごとの「違い」を明確にし、

特徴を活かしきる経営競争を行う必要がある。そのために税源移譲を含む地

方自治のあり方に関する検討をすすめること 

 

● 常に人材の新陳代謝を図り、国民の幅広い負託に応えられるよう、時代の変

化に対応できる若い世代を党内において積極登用すること 

 

● 有為な人材が自由民主党から立候補することができる環境整備のために、各

選挙における候補者選定において、人材の新陳代謝を常に意識し若手を積極

登用すること 

以 上 

 


